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Nお わ りに
1は じめ に
重 力モ デル を地域 に応 用 した代表 的モデ ル としては,Reilly〔193エ〕の小
売 り引 力モデル,Converse〔1949〕の商 圏境 界決 定モデ ル,及びHuff〔1963〕
に よる確 率 ポ テン シャルモ デル な どがあ り,こ れ らモデル は最近 で は商 業
立地 点のみ な らず公共 施設立地 点 を決 め る際 に も利用 され てい る。 また,
地域経 済学 の分野 にお いては,Anderson〔1955〕やCarrothers〔1956〕等
によって,経 済 的及 び社会的 要因等 を考慮 に入れた重 力モデル が提 案 され
てい る。 さ らに,Isard〔1960〕は確率論 的考察 か ら重 力モデル の地 域分析
への応 用可能性 を示唆 す る と共 に,重 力モデ ル に対す る基 本的 問題 につ い
て も触 れ てい る。現在で は,交 通工 学 の分野で起 終点制約 条件付 き重 力モ
デル やエ ン トロピーモ デル な どを用 いて,交 通需 要量予 測 を試 み てい る。
しか し,こ の よ うに重 力モデ ル を地域 に応 用 した実証分析 研究 は,数 多 く
見 られ るが,行 動仮説 に基づ いて重力モ デル を導 出 しよ う とす る試み は,
地 域経済学 におい てNiedercorn及びBechdolt〔1969〕1),Golob,Gustafson
及びBeckmann〔1973〕,Nijkamp〔1975〕な ど2)に見 られ るにす ぎない。
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そこで,本 研 究で は,まず上記 のNiedercorn及びBechdoltモデル を応用
した神頭 〔1990〕によ る重 力タ イプの地域効 用モデ ルに対 して再構 築 を行
う。 ついで その再構 築 されたモデ ルを中京大都 市圏3時 点(1965年,1975
年及 び1985年)デー タに応 用す る。
II理 論 モデ ル
i地域 にお け る目的地jに 対す る効用 関数(以後 これ を「地域効 用関数」3)
と呼ぶ)は,次 の よ うに表 わ され る。
1;;IU
;;=UIP
;/
た だ し,Iij:i地 域 か らj地 域 へ の 入[-1移動 数
Pi:i地 域 の 人 口
さ ら に,i地 域 に お け る 全 目 的 地(i=1,2,…n)に 対 す る総 効 用 は,
U一 嘉u(1;,P
;)
また,i地 域の効用は,目 的地で接触す る機会の大 きさに比例す るとし
て,そ の大 きさが目的地の人口に比例する と仮定す るならば,
U;一 畠U(IijP
;)(1)
と書 くことがで きる。
ただ し,Pj:j地域人口
ところで,i地 域の移動 入口による総時問距離は,i地 域における全人
口が,移 動を試み る消費者 によって最 も多 く配分された時間距離で当該 目
的地へ移動 した場合の総時間距離 より短いか等 しい という次の制約条件が
成立する。
一18一 2
行動仮説に基づく重力タイプの地域効用モデル
s≧1P ;か ÷ 島(2)
ただ し,Si:i地 域 にお ける消 費者 の移動最 大配分 時間距離4)
di」:i地域 か らj地 域 への時間距離
α:交 通サー ビス水準(α>0)
したがって,こ こでは(2)式の制約条件の もとで効用(1)式を最大化する問
題 となる。 そこで,効 用最大化条件 をラグランジュ乗数法を用いて表 わす
と,
Z;一 書P・U(IljP
;)一 λ(1・il;;-S;)…(3)
上 式(3)を 最 大 化 す る た め の ク ー ン ・タ ッ カ ー の 条 件 は,
∂Z1 ≦0(4)
al,;
∂Z、
=p.............................................(5)Ii」
al;;
s一 晶 轟 ≧ ・(6)
λ(S;一 養
、 建1d・°1・j)一・(7)
λ ≧0(8)
と表 わ さ れ る 。 し た が っ て,λ>0及 びIl、>0の ケ ー ス の も と で のUiの 最 大
化 条 件 は,
∂Zi
=0...............................................(9)
al;;
1'
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となる。 そこで(9)式を具体的に書 き表わす と,
aZ;
al;,
ol;
al;n:蒸II孝:一
さ らに,上 式(11)からλを消去 した(n-1)個 の偏 微分方程 式 は次 の よ
うに整理 され る。
エ
PZ‐,
al;2d;,°al;,
.....(12)
P　 al
;,,d;,oal;,
したが って,(12)式及 び(10)式か ら同時 方程式 を解 くこ とによって,効 用最
大化 関数が導 出 され る。 また,こ こで地域効 用関数 を限界効用逓減 タイプ
の1つ で あ る対数形 に特 定化 させ る と,
U.;=U(P',=logP"........................(13)
と表 わされ る。 ただ し,aはU;;>0と す るための調整係 数 を示 す5)。
さ らに,(13)式を1。で微 分す る と,
響 一11;;(14)
そ こ で,(14)式を(12)式へ 代 入 し て,(1賦 との 同 時 方 程 式 を 解 く と,
P;1
p;d≫a/
j=1
が得 られ る。 この(15)式は重 力モデル の一 形態 をな してい る。 また,(15)式を
変形す るこ とにって,地 域効 用関数(13)式は次 の よ うに表 わ され る。
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U;;-log(al;;1P
;-logaS;(P;nP;)(1d;;)・ ・個
　ニ　
ここで,目 的地で あ る ところの都心部jの み が存在す る とす れば,
n
P、/ΣP、=1とな る。また,S・は,i地 域 にお け る都心部 移動消費者 によっ
　コ ユ
て都心 部へ の移動 に対 して配分 され た時 間距離 を意昧 す る。
以上 の こ とか ら,(16)式を書 き換 え る と,
砺 一1・9(al;;P
;)-1・9・SI-÷1・gd　 … …(1の
さ らに,β=1/α(βは非交通サー ビス水準 または時 間距 離 に対す る抵抗)
として,こ れ を(1の式 へ代 入す る と,
U;;=log(P")=logaS;‐/310gd;;・ ・・…(18)
と表 わ され,この(18)式に最小 二乗法 を適 用す るこ とに よっ て,aSi及びβ(ま
た は α)が 推計 可能 とな る。 ただ し,こ こで推計 され るαは,地 域 効用か
ら得 られた交通 サー ビ ス水準の評価 で あ るこ とに注意 を要す る。
III実証 分析
前節IIの(18)式を中京大都 市圏6)3時点デー タ7)に応用 した分析 結果 は,表
1及 び図1に 示 され てい る通 りで あ る。 また,3時 点別地域 別効 用水準 に
つ いては,付 表 に掲 げ られて い る。
1.分 析 結果
(1)表1か ら,中 京大都市 圏3時 点通 じて相 関係数 が0.8以ヒあ り,決定係
数が ほぼ0.7近くあ り,各 々比較 的高 い値 を示 してい る。
(2)表1,表2及 び図1か ら,aSiについて は,1965年か ら1975年にか けて,
若干減 少傾向 を示 してい るが,1975年か ら1985年にか けては,比 較 的高
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い増 加傾向 を示 してい る。
(3)表1,表2及 び図1か ら,α について は,3時 点通 じて それ ほ ど大 き
な変化 は見 られ ないが,1965年か ら1975年にか けて若干増 加傾向 を示 し
てい る。一方,1975年か ら1985年にか けては,α は僅か なが ら減少傾 向
を示 してい る。
表1中 京大都市圏3時点別地域効用関数の推定
中 京 大 都 市 圏
1965年 1975年 1985年
地域数 113 116 117
相関係数 o.szs 0.858 0.863
決定係数 o.ssz 0.737 0.744
推計標準誤差 0.522 0.439 0.454
log(aSi) 5.951 5.908 6.159
t値 (20.721) (24.673) (24.857)
aSi 384.137 367.969 427.955
係数β 1.385 1.332 1.411
t値 (15.416) (17.851) (is.zsa>
α 0.722 0.751 0.709
〔注1〕1)t値 の()内 の 数値 は,各 々r.段の数値 に対応 してい る。
2)こ こで のaは,注6)の 大都 市圏周辺 市町村 の設定基準 を考慮 して,100に設定 した。
表2aSi及 び αに関する変化率
1965-75 1975-85
変化率(aS)%
変化率(α)%
一4 .209
4.017
16.301
-5.593
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2.分 析結果 の考察
前項1の 分析 結果 を考 察す る と次 の こ とが 言 える。
(イ)(1)につ いては,3時 点通 じて本理 論モデ ルの適合度 の高 さを示 してい
る と同時 に,名 古 屋 中心部 を中心 に,中 京大都 市圏地域 にお け る地域 効
用水準 が,同心円分 布形態 を呈 して い るこ とを示唆 して い る(図2参 照)。
(ロ)(2)につ いては,aSiは中京大都 市圏地域 の消費者が,名 古屋都心 部へ向
か うた めに配分 した時 間距 離の大 きさを示 して い る。す なわ ち,このaSi
が相 対的 に大 きければ,時 間 に関 す る機 会 費用の考 え方か ら,同 大都市
圏地域 の都心 部 に対 す る魅 力が相対 的 に強 い と解釈 され る。したが って,
1965年か ら1975年にか けて は,同 大 都市圏地域 の 名古屋 都心部 に対す る
魅 力が相対 的 に減少 した こ とを示 してお り,1975年か ら1985年にか けて
は,そ の魅 力が大幅 に増 大 してい るこ とを示 してい る。
の(3)につ いて は,中 京大都市 圏地域 の効 用か ら見 た交通サ ー ビス水準(α)
が,1965年か ら1975年にか けて上昇 して いる こ とを,また1975年か ら1985
年 にか けの αが下降 して い るこ とを,そ れ ぞれ示唆 してい る。 また,こ
の こ とは,図3か ら同大都市 圏地域 の都心 部流 出人 口(対 常住人 口)比
の変動係 数8)が,1965年か ら1975年にかけて,0.91から0.82に減 少 してお
り,1975年か ら1985年にか けて,そ れが0.82から0.85へと僅 か なが ら増
大 してい る事実 を踏 まえ ると,近 年の地価 高騰 に伴 なって,比 較 的 交通
条件の悪 い場 所 に消費者が移動 をす る傾 向 にあ るこ とを物 語っ てい る。
一方,こ こで のdijは,空間的 直線距離 としてい るた めに,α は計測上 の
歪 み として捉 え るこ ともで きる。
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図2中 京大都市圏3時点別 「地域効用水準」に関する等高線
〔注 〕1)各 図の等高線 は重 み付 き最小二乗法 に よっ て描か れてい る。
2)各 図にお ける平面座標(0,0)は,愛 知 県庁所在地点 を指 してい る。
の大 きさは約25㎞で あ る。
また,座 標軸1
9
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図3中 京 大都 市 圏3時 点別 地 域 数及 び 名 古 屋市 流 出 人 口比 率 に関 す る ヒス トグ ラ フ
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IVお わ りに
本研究では,Niedercorn及びBechdoltモデルを応用 した神頭 〔1990〕
の地域効用デルを再構築す ると同時に,そ の構築 したモデルを中京大都市
圏3時 点データに応用 して実証分析 を試みた。 その結果,意 外にも1975年
を境 にして,都 心部 に対する魅力が減少 して増大 した り,交通サービス水
準 も上昇 して減少するといった傾向が見 られた。 この ように,3時 点によ
る実証分析 を行ったため,2時 点の実証分析では得 られない有意義な分析
結果が得 られた。 しか し,わが国において通勤者,通 学者及びそれ らを含
む家計の効用最大化 に対 して,時 間制約条件のみならず予算制約条件が強
く係 わっていることは,周 知の通 りである。 そこで,今 後本モデルを現実
に対応 させてゆ くためには,消 費者の 目的別効用や制約条件等について十
分検討 した上で,実 証可能性を有す るモデルビルデ ィングを行 う必要があ
る。 また,こ こでは,通 勤者及び通学者 に照準をあてたが,買 い物 に行 く
消費者 を対象にす ることによって,本 モデルを行動仮説 に基づいた家計の
効用モデルへ と発展 させることが可能である。
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付衰 中京大都市圏地域別3時 点別「地域効用水準」
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注
1)こ の モ デ ル の 邦訳 につ い て は,下 総 〔1987,pp.195-206〕を参照 せ よ。
2)こ れ じ,モデ ル の 詳細 及 び検 討 につ い て は,井 原 〔1987,第II章〕 を参 照 せ よ。
3)こ れ らは,神 頭 〔1990,p.80〕に お け る注4)と 同様 に,日 的 地 へ向 か う消 費者 す
べ てが,1つ の家 計 に含 まれ て い る とすれ ば,そ れ ら消 費 者 を要 素 とす る(た だ し,
移動 を 試み ない 消費 者 も含 む)家 計 の効 用関 数 が 成 り立つ,さ らに その 家 計 を 「地
域 」 とい う名の 家計 に置 き換 え る と 「地域 効 用 関 数 」 が成 立す る。
4)厳 密 に は,S,はi地域 住民 で か つ 移動 を試 み る消 費者 に よっ て,n的 地 へ の 移動 に
対 して配 分 され た時 問 距離 の うちの 最 大時 問 距 離 を示 す。
5)例 えば,分 析 対 象時 点 を通 じて,U。>0に す るた め に は,α に分析 対 象 時 点 を 通
じて,P1が最 大で あ る値 をあ てれ ば よ い。
6)こ こで の 中 京 大都 市 圏 は,総 務 庁統 計 局(旧 総 理 府 統 計 局)の 設 定基 準 に従 っ た。
以 ドに,そ の1:な設定 基準 を 示す 。
(イ)大都 市 圏 の 「中心 市 」 は,東 京 都特 別区 部 及 び政 令指 定 都 市 とす る。
(ロ)「周辺 市町 村 」 は,大 都 市 圏 の 「中心 市 」へ の15歳以 上 通 勤,通 学 者 数 の 割 合 が,
当該 市町 村 の 常位 人 口の1.5%以i一で あ り,かつ 中心 市 と連接 して い る市 町村 とす
る。ただ し,中心 市 へ の15歳以L通 勤 者 ・通 学 者数 の割 合 が1.5%未満 の 市町 村 で
あ っ て も,そ の周 囲 が 周辺 市 町 村 の基 準 に適 合 した市 町 村 に よっ て囲 まれ て い る
場 合 は,「周辺 市町 村 」 とす る。
なお,L記 の詳 細 に つ い ては,「大都 市 圏 の 人 口」昭 和60年国 勢 調査 摘 要 シ リー ズ
No.2,総務庁 統 計 局,p.1を 参照 せ よ。
7)こ こで は,中京大都 市圏都 市 部 を名古屋 市 と して,同市 に対 す る魅 力(attractiveness)
を1つ の バ スケ ッ ト として捉 え,同 大都 市 圏 各地 域 に お い て名 古屋 市 へ 向 か う通 勤
者数 及 び 通学 者数 の 合計 を1りの デ ー タ と した。
なお,こ れ らデ ー タ は,「大都 市 圏 の 人 口」昭 和45年,50年,60年各国 勢調 査 シ リ
ー ズ,総 務 庁統 計 局(旧 総 理 府 統 計 局),「従 業地 ・通 学 地 に関 す る集 計 結果(そ の
23愛知 県)」昭 和40年国 勢調 査,総 理 府 統 計 局,「従 業 地 ・通 学地 」 昭 和55年国 勢 調
査 シ リー ズNo.3,総理 府 統 計 局 及 び 「通 勤 ・通学 人 口及 び 昼 間 人 口」昭 和60年国勢
調 査 摘 要 シ リー ズNo.1,総 務 庁統 計 局 に掲 げ られ て い る。
また,dl,につ い て は,愛 知 県庁 か ら中 京大 都 市 圏 各地 域 の 市 役所 また は町村 役 場
まで の 空 間 的 直線 距 離 を 用 い た。
8)こ の 変 動係 数 とは,標 準 偏 藁 を平均 値 で 除 した もので あ り,平 均 値 の 異 な るデ ー
タ問 の 散 らば り度 合 を比較 す るの に用 い られ る。 また,そ の 際 比較 什 易 さの 点 か ら,
同 係 数 に100などを乗 じ る こ と もあ る。
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